
№ 事業名 事業の目的・効果 事業始期 事業終期 事業費(円)
事業費の内訳

(円単位で記載してください)
事業効果項目 評価 具体的な評価内容 所管課

1

令和5年度低所得者等臨時
特別支援事業【低所得者世
帯給付金（追加支給分）】
【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。

R6.1 R6.3 2,450,000 給付金　2,450,000円 経済活性化 効果的だった

物価高騰の影響を受けやすい非
課税世帯に対し給付金を支給し
た。その結果、非課税世帯の負
担軽減につながった。

福祉課

物価高騰支援給付金事業
【10万円+5万円給付】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。

R6.6 R6.12 14,923,459

郵便料　26,996円
口座振替手数料　11,013円
電算システム改修委託料　233,750円
電算処理委託料　51,700円
（R６非課税、均等割のみ課税世帯）14,000,000円
給付金（こども加算）　600,000円

経済活性化 効果的だった

物価高騰の影響を受けやすい非
課税世帯に対し給付金を支給し
た。その結果、非課税世帯の負
担軽減につながった。

福祉課

物価高騰支援給付金事業
【調整給付】

物価高が続く中で定額減税しきれないと見込まれる所得
水準の方への支援を行うことで、定額減税しきれないと
見込まれる所得水準の方々の生活を維持する。

R6.6 R6.12 72,020,141

消耗品費　72,149円
郵便料　404,917円
口座振替手数料　99,143円
電算システム改修委託料　514,250円
電算処理委託料　459,682円
給付金　70,470,000円

経済活性化 効果的だった

定額減税しきれないと見込まれ
る所得水準の方々の負担軽減に
つながった。 税務課

物価高騰緊急支援給付金
【3万円×2万円】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。

R7.2

物価高騰緊急支援給付金
【不足額給付】

令和6年度に実施した定額減税しきれないと見込まれる
方への給付（当初調整給付）に不足のある方等への支援
を行うことで、当初調整給付に不足のある方等の生活を
維持する。

R7.6

11
高齢者・障がい者サービス
事業所等燃料費支援補助金
事業

物価高騰の影響を受けている高齢者・障がい者サービス
事業者等の負担を軽減するため、サービスに係る燃料費
の一部を補助する。

R6.12 R7.2 3,072,000

給付金　3,072,000円

経済活性化 効果的だった
物価高騰の影響を受けている高
齢者・障がい者サービス事業者
等の負担を軽減を図った。

福祉課

12
農業者物価高騰等対策支援
金事業

物価高騰の影響を受けている町内農業者に対して、経営
の安定化のため支援金を給付する。 R6.7 R7.2 1,600,000

給付金　1,600,000円
経済活性化 効果的だった

物価高騰の影響を受けている農
業者の事業継続に寄与した。

産業観光課

13
エネルギー価格等高騰対策
支援給付金事業

物価高騰の影響を受けている町内中小企業者の事業継続
を支援するため、一律50,000円を給付する。 R6.7 R7.3 14,450,000

給付金　14,450,000円
経済活性化 効果的だった

エネルギー価格高騰分に給付を
行い負担の軽減を図った。

産業観光課

14
物価高騰対策中小企業者応
援補助金事業

物価高騰の影響を受けている中でも、新たな取り組みに
挑戦する（新規創業や新たな製品の製造、新たな商品・
サービスを提供することで、事業継続に向けた活路を見
出す事業）事業者を支援するため、新規事業に係る費用
等を補助する。

R6.7 R7.3 15,933,000

補助金　15,933,000円

経済活性化 効果的だった

エネルギー価格高騰渦でも、地
域事業者が足踏みすることな
く、新規事業への取組みを行う
ことができた。

産業観光課

15
中小企業者省エネ化設備導
入補助金事業

物価高騰の影響を受けている中小企業者が、今後のエネ
ルギー価格の変動に対応できるよう、省エネ改善効果が
見込まれる設備の導入経費を補助する。

R6.7 R7.3 3,796,000
補助金　3,796,000円

経済活性化 効果的だった
エネルギー価格高騰に耐えられ
るよう経営改善に寄与した。 産業観光課
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